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ＰＶコンサル 検索

当社は不動産コンサル等を行う銀行ＯＢの会社です。

スキーム提案・物件紹介・管理・会計代行等を承りますが、

税務面は税理士様のご検証をお願いします。
なお、本紙は紙面の関係上、原則論・一般論で記載し
例外への言及は省略しておりますので、ご了承下さい。

http://www.pvc.ne.jp/


１．共同事業計画

（１） Ａ氏の所有地に共同住宅（ＲＣ造 耐用年数：４７年と仮定）を建設して一棟貸しました。
（２） 事業主体は、Ａ氏が１００％出資中の事業会社Ｐ社としました。
（３） 自己資金に代えて、※匿名組合（ＴＫ）を導入し、Ａ氏の子ら３名が等分に出資し、

見返りに利益（償却後）の全額を分配金とし、子らへの所得移転を図りました。
なお、土地は使用貸借とし、出資金はＡ氏が年利１．２％で融資しました。
（※匿名組合については、本テーマの別冊＜概要説明＞をご参照下さい）

＜収支計画 （各年平均）＞

（注） 本計画は、標準的なケースをモデルとしています。
２期目以降の期間の区切りは、大規模修繕（１２年目ごとに２０百万円を計上）
の関係上等間隔としています。
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単位：百万円
＜資金計画＞

資金使途 調達計画

建設費 ５００ 銀行ローン ３００

匿名組合 ２００

合計 ５００ 合計 ５００

１～２年 ３～１６年 １７～３０年

収入 ２０．０ ４０．０ ４０．０

費用

支払利息

固定資税

修繕費

減価償却

その他

１７．５

２．３

１．９

－－

９．３

４．０

３０．６

２．１

３．７

３．６

１８．６

２．６

１９．５

－－

２．６

６．０

６．９

４．０

分配金 ２．５ ９．４ ２０．５

建設期間 １年
借入期間 １６年
（内、据置き １年）



＜ポイント＞
利回りの良否は、事業計画により左右されます。
費用の推移と分配金の変化に着目して下さい。

２．自社株対策

Ａ氏は、優良会社Ｘ社を主宰しており、後継者（長男）以外の推定相続人に分散中の
持株をＰ社が買取り、本件の共同事業の建物評価損を利用してＰ社の株価を引下げた
上で長男に譲渡することとしました。

＜Ｐ社の簿価（Ｂ／Ｓ）と相続税評価額＞
建物：ＲＣ造（耐用年数４７年）

（注） 減価償却はローン返済後、ＴＫ返済準備金として積立てました。
建物評価損＝（相続税評価額－簿価）と定義しました。
なお、関係会社株式の再評価および借家権控除の算入は省略しています。
（建物評価損の推移等は５頁をご参照下さい）

＜コメント＞
純資産方式で相続税評価額が適用可能となる３年経過後を目途に、Ｐ社株式を
長男に移転する場合は、１円売買が可能となる場合もあります。
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簿価（Ｂ／Ｓ） 相続税評価

＜竣工時＞
建物 ５００
関係株式 ９５

＜３年後＞
建物 ４３８
関係株式 ９５

＜２０年後＞
現預金 １２
建物 １８８
関係株式 ９５

負債 ５００
自己資本 ９５

１ ｓｔ ステージ
負債 ４３８
自己資本 ９５

２ ｎｄステージ
負債 ２００
自己資本 ９５

建物の相続評価額
（固定資産税評価額）
は適用不可。

（建物相続評価２１
９）
評価損 △２１９

（建物相続評価１８
８）
評価損益 ゼロ



＜１ｓｔ ステージ （前頁赤枠）＞
「純資産方式」において、建物評価損の活用が有利な期間です。

自社株（Ｐ社）の株価を引き下げて、低価売買等で後継者に移転することが期待できます。

＜２ｎｄ ステージ （前頁青枠）＞
「類似方式」の方が相対的に有利になる時期です。

既有の築古物件を活用する場合等、評価損が縮小又は評価益が発生します。

類似方式では、ＴＫ分配金効果により下記３要素の一株あたり利益や配当がほぼゼロ

になる為、株価を簿価純資産の数分の一程度まで下げ、売買することが期待できます。

・ Ｐ社が大会社以外の場合は、純資産方式との按分方式となります。

・ 所得移転の面では、むしろ分配金や分配利回りが向上することが一般的です。

３．事業主体の選定理由
本事例の資産は、土地・建物の資産価値が大きく、将来の遺産分割対策に与える影響

等の諸点を考慮しました。（Ａ氏の推定相続人は妻と子３名）

（１） Ａ氏の個人事業とした場合

Ａ氏は５０才台と若く、本事業所得による今後の資産膨張が懸念されます。

又、相続の時期は、株式の売買時期等と異なりコントロールできませんので、

相続対策効果は、相続時期までに縮小する懸念があります。

（２） 子らの共有名義とした場合

事業収益の所得移転は図れるが、物件処分に全共有者の同意が必要等の欠陥が

あり、且つＡ氏の相続対策には役立ちません。

（３） 法人型ＴＫとした場合

・ 所得移転・自社株対策として有効で、遺産分割対策の道筋も付けられます。

・ 法人名義とし過半数ルールを採用することで、共有方式の欠点をカバーできます。

・ ＴＫ契約で各人の権利・義務取決めができ、将来トラブルを未然に防止できます。

・ ＴＫの枠組みが論理的で明快、且つ契約効果により安心が担保できます。
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※斟酌率

Ａ：類似会社の株価 Ｂ：一株配当 Ｃ：一株利益 Ｄ：一株純資
○なし：類似会社 ○あり：評価会社

※
大会社 0.7

中会社 0.6

小会社 0.5



建物の評価額

固定資産税評価額と簿価の関係
（略：固資評）

下図の青線は、総務省が定めた「評価基準」に基づき、賃貸マンション固資評の

推移をグラフ化したものです。

・ 固資評は、相続税評価額として使用が認められています。

又、法人資産でも取得後３年経過後は、自社株評価に活用が可能です。

・ 固資評は、竣工後３年間急低下し、その後 築後６０年の０．２を最下点として

直線的に低下します。

下図の茶線（緑線）は、推定簿価を重ね合わせたものです。

・ 価格は、新築時の固資評を１．０とし、推定建築価格を１．６と仮定しました。

・ 建物は設備部分（償却期間：１５年前後）と躯体（ＲＣ４７年、鉄骨造３４年） で

構成され、コスト割合は設備３５％、躯体６５％として積算しています。

固資評と簿価との差額を相続評価上の「評価損」と言います。

・ 建物簿価は減価償却の算定基礎であり、一般的には時価とされています。

・ 下図の１５～２０年前後で線が交わっていますが、前半の差額を相続税上の

評価損と言います。

・ 相続等の自社株評価（純資産方式）では、この評価損を簿価から減額して

純資産を求め、評価額とします。
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固資評と簿価の推移

（新築時の固資評＝１．０）
固定資産税評価額

簿価（鉄骨造）

簿価（ＲＣ造）

築年数


